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表１ 健康に影響する政策群

民主主義政策，人権，メディア政策，労働生活

（working life）政策，男女共同参画，子供政策，青年

政策，高齢者政策，都市開発政策，高齢者・患者・障

害者の所得保障，住宅政策，労働市場政策，保健・医

療政策，環境政策，交通政策，事故防止・救急医療政

策，交通安全政策，感染症コントロール政策，教育政

策，防犯政策，スポーツ政策，食糧政策，税制，司法
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連載
健康の社会的決定要因１

「健康の社会的決定要因」と健康格差を巡る動向

日本福祉大学健康社会研究センター 近藤 克則

健康は，遺伝子や生活習慣だけでなく，その人の

社会経済的な地位をはじめとする社会的要因によっ

ても決定されている。この「健康の社会的決定要因

social determinants of health」やそれを解明する疫学

の一分野である社会疫学 social epidemiology，社会

階層間の健康格差への関心が，日本でも高まってき

ている。しかし，WHO（世界保健機関）に設置さ

れた「健康の社会的決定要因」委員会が最終報告

書1)の勧告で求めている内容やイギリスにおける取

り組み，スウェーデンでの公衆衛生法改正などの

ヨーロッパ諸国での動向2～4)に比べると，わが国の

研究および政策対応，実践的な試みのどれを取って

も遅れていると言わざるを得ない。

その理由は何であろうか。1 つには，健康の社会

的決定要因，社会疫学や健康格差に関する膨大な知

見が，日本語で読める形であまり提供されていない

ことが考えられる。最近では，日本における実証研

究の知見も英語で発表されることが増えている。そ

のためこの領域に関心を持って英語文献を読んでい

る研究者間では重要性が認識され共有されてきてい

るにもかかわらず，それを必要としている実践家に

は届いていない知見や情報は多い。

そこで，日本の公衆衛生行政や保健政策上重要と

思われる疾患やトピックに関する研究や動向につい

て，学会員に日本語で，情報提供する連載を企画し

た。第 1 回の小論では，本連載を企画した背景とな

った国内外の動向と連載のねらい，「健康日本21」
や生活習慣病対策，介護予防，自殺対策など，多く

の公衆衛生学会員が直面している課題において健康

の社会的決定要因が重要であることを概観し，本連

載で触れる内容などについて述べる。

1. WHO・ヨーロッパにおける動向と本連載の

ねらい

1980年にイギリスで公表されたブラック報告以

降，健康の社会的決定要因やそれによる健康格差の

問題は，ヨーロッパなど先進諸国の研究者の関心を

集めるようになった。やがて，事実が明らかになる

につれ社会の関心も高まり，今では政策的な対応も

始まっている2～4)。

WHO ヨーロッパ地域委員会は，早くも1991年に

は健康格差を25％削減することを目標に掲げてい

た。税，年金，雇用，教育，財政などを動員して，

貧困をなくし不平等をなくすことが行政の責務であ

るとした。イギリスでは，政府が設置したアチェソ

ン委員会によって，健康格差がむしろ拡大している

ことが1998年に報告5)され，貧困や環境，雇用な

ど，社会環境因子が健康に影響を及ぼしていること

が白書でも述べられ，政府がそれらに責任を負うと

して1998年に行動計画を発表した6)。そして 5 年後

の2003年には，政府は再びこの問題に取り組む行動

プログラムを公表している7)。そこでは保健省だけ

でなく，首相官邸や内閣府，財務省，通商産業省ま

で関与する対策と2010年までの数値目標が掲げら

れた。

スウェーデンでは，2003年に改正された公衆衛生

法の中で「経済と所得保障」が重要であることが明

記され，表 1 に示したような多くの政策対応が検討

された8)。

2005年には WHO が「健康の社会的決定要因」

に関する委員会を設置し，10月には，EU 議長国を

務めていたイギリスで健康格差克服をテーマとした

EU サミットが開かれた。36か国から大臣や政治

家，政府高官が570人も参加し，健康の不平等の削

減に向けての取り組みを強めることで合意した。オ

ランダ，フィンランド，イギリス，アイルランドな
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どで，健康格差是正の数値目標が設定され，対策が

始まっている。

2008年には，WHO「健康の社会的決定要因」に

関する委員会の最終報告書が出された。そこでは，

3 つの勧告が出されている。第 1 は，保健医療政策

だけでなく子供の頃からの日常生活に関わる諸条件

の改善を図ることである。その背景には，出生時体

重や就学前教育など，子供の頃の環境がその後の健

康状態と関連を示すことを明らかにしたライフコー

ス疫学の蓄積がある。第 2 に，権力，金銭，資源の

不公正な分布を是正することがあげられている。健

康格差が生まれる一因は，生活習慣の違いだが，そ

れだけでは健康格差の一部しか説明できない。つま

り格差そのものの是正・緩和が重要であることが明

らかになってきている。そのような政策を作り出し

て行くには，第 3 の勧告，健康格差を測定し，より

深く理解し，政策のインパクトを評価することが重

要となる。より具体的には，健康格差の問題がある

ことを認め，それを計測すること，健康格差や健康

の社会的決定要因をモニタリングするサーベイラン

スシステムをつくること，政策などの健康格差への

影響を評価すること，政策立案者・保健医療実践者

（health practitioners）・国民の「健康の社会的決定

要因」に対する理解を促進すること，公衆衛生学的

研究において健康の社会的決定要因をより重視する

ことなどがあげられている。

このように，ヨーロッパでは，健康格差や健康の

社会的決定要因は，一部の研究者が取り組む研究課

題というレベルでなく，各国政府や EU, WHO が

対策を打ち出し，多くの公衆衛生関係者や実践家

が，他の省庁や専門職を巻き込んで取り組みを始め

ている課題である。その背景には，膨大な社会疫学

の実証研究の蓄積がある。それをまとめた WHO
の「健康の社会的決定要因」報告書には「確固たる

事実（The Solid Facts)｣9)という副題がついており，

2003年に第 2 版10)が出ているほどである。それらの

一端を紹介し，第 3 の勧告にある「政策立案者・保

健医療実践者（health practitioners）・国民の健康の

社会的決定要因に対する理解を促進すること」が本

連載の目的である。

2. 日本における動向

ヨーロッパでの動きに比べると初歩的な動きでは

あるが，わが国でも社会格差と健康との関連につい

ての関心は高まり，研究が蓄積されてきている11,12)。

日本語で読める基本文献としては，東京医科歯科

大学の WHO 健康都市研究協力センターによって

翻訳された「健康の社会的決定要因」報告書があ

る10)。社会疫学研究会（代表 川上憲人教授）のメ

ンバーが中心となり2006年に「社会格差と健康｣13)

が出版され，2007年には国立保健医療科学院の発行

する雑誌「保健医療科学」（56巻 2 号）で，特集

「健康格差と保健医療政策」が組まれた14)。訳書と

して，「不平等は健康を損なう｣15)「ステータス症候

群｣16)「ソーシャル・キャピタルと健康｣17)「格差社

会の衝撃｣18)などがある。筆者らも，「健康格差社会」

に関する連載19)・書籍20～22)を出してきた。

日本公衆衛生学会学術集会でも，社会疫学研究の

第一人者である Kawachi 教授（Harvard School of
Public Health）や Marmot 教授（University College
of London）が招かれ，2009年の第68回日本公衆衛

生学会学術集会では「社会格差と健康」問題が，メ

インシンポジウムや日本学術会議共催シンポジウム

などで取り上げられた。さらに同年に学会に設置さ

れたモニタリング・レポート委員会に「健康の社会

的決定要因」ワーキンググループが設置されている。

全国保健所長会は平成19年度研修会（2008年 2 月）

で，テーマの 1 つに「健康格差社会と保健所に求め

られるもの」が取り上げられ，日本口腔衛生学会も

第58回総会（2009年10月）でメインテーマとして

「健康格差を考える」を掲げるに至っている。

国会での質疑や高齢者医療制度改革会議などの場

でも，健康格差問題が取り上げられるなど，少しず

つではあるが日本でも健康格差を巡る動きが広がっ

てきている。

3. 公衆衛生上の課題における重要性

健康の社会的決定要因や健康格差の影響は，一般

に思われているよりも大きい。日本のデータを用い

た研究でも，喫煙23)や運動24,25)に代表される健康行

動21,26,27)や冠動脈疾患の危険因子28)，脳卒中29,30)，

高血圧30)，ガン31)など，多くの生活習慣病において

も健康格差が見出されている。うつ21,32)や睡眠障

害21)など精神保健領域，職業性ストレス13,27,33,34)な

ど産業保健領域，「健康日本21」でも取り上げられ

た歯科保健領域35)でも，社会階層による健康格差が

報告されている。また外傷死36)や自殺37)においても

重要な要因である。

対策を考える上でも，健康の社会的決定要因を考

慮することが重要である。自殺対策において失業者

への対策の強化など，健康の社会的決定要因を重視

する提言38)を本学会も出すに至っている。多くの健

康問題を抱える社会階層が低い者ほど健診を受診し

ておらず21,39)，それが介護予防やメタボリック症候

群対策が期待したほどの効果を上げていない理由と

して重要と思われる22)。また医療制度改革における
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表２ 本連載で取り上げる内容（予定)

歯科疾患における健康格差とその対策

脳卒中

慢性腎臓病（CKD)

メタボリック症候群

認知症

ガン

転倒・骨折

子どもの問題行動における健康格差とその対策

ライフコース疫学

ソーシャル・キャピタルと健康

健康インパクト評価（Health Impact Assessment）を

巡る動向
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患者の医療費自己負担割合の拡大の影響で，医療へ

の受診抑制も伺われる30,40)。

つまり健康日本21の見直し，精神保健，医療制度

改革，介護予防，自殺対策，都道府県の医療計画な

ど，公衆衛生・行政上の多くの課題に，健康の社会

的決定要因は深く関わっている。これらの政策，施

策，事業をより効果の大きいものにするためには，

健康の社会的決定要因に関する理解を深めること，

それを踏まえた対策が重要なのである。

4. おわりに

本連載では，表 2 に掲げたような多くの疾患や健

康課題を取り上げ，社会疫学研究の到達点を紹介し

ていく。それによって，いま日本が直面している公

衆衛生上の多くの問題において，健康格差や健康の

社会的決定要因が重要であることを明らかにした

い。そして，ライフコースの重要性や，ソーシャ

ル・キャピタル（社会関係資本）など社会環境のあ

り方も健康に大きな関連を示すことも紹介する。そ

れらの事実を踏まえたポピュレーション戦略の具体

化である健康インパクト評価（HIA）などの対策が

あり得ることも示したい。

本連載によって，健康格差や健康の社会的決定要

因に関心を寄せる方が，日本公衆衛生学会員の中で

広がり，その会員が起点となって，さらに他領域へ

と波及することを願っている。
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